平成24年就業構造基本調査　調査の概要
1 調査の目的

　就業構造基本調査は、国民の就業及び不就業の状態を調査し、全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得ることを目的としています。

2 調査の時期
　調査は、平成24年10月１日午前零時現在で行いました。

3 調査の対象

　平成22年国勢調査調査区のうち、総務大臣が指定する約３万２千調査区の中から選定した約47万世帯の15歳以上の世帯員約100万人を対象としました。
なお、当市では、108調査区、1,620世帯が対象になりました。
4 調査の方法
　調査員が調査世帯ごとに調査票を配布・取集する方法及び質問することにより行いました。
なお、当市ではインターネットによる回答も導入されました。

　利用上の注意
1. 本調査は、ふだんの就業・不就業の状態を把握（ユージュアル方式）しているため、月末1週間の就業・不就業の状態を把握（アクチュアル方式）する統計調査と数値を比較する際はご注意ください。 
2. 統計表の数値は、総数に分類不能・不詳等の数値を含みます。また、抽出調査による推計値であり、表章単位未満の位で四捨五入しているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しません。 

3. 割合等は、表章単位の数値から算出しています。 

4. 統計表中の「0」、「0.0」は、集計した数値が表章単位に満たないものです。 

5. 統計表中の「－」は、該当数値のないもの、又は平均値及び割合の算出に当たって除数が0のものです。
